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(57)【要約】
【課題】厚肉の鋼管であっても、肉厚中央部までマルテ
ンサイト分率の高い組織を有する継目無鋼管の製造方法
を得る。
【解決手段】継目無鋼管の製造方法は、素材を熱間加工
して素管を製造する工程（ステップＳ１）と、前記素管
を１回以上焼入れする工程（ステップＳ２－１、Ｓ２－
２、Ｓ２－３）とを備える。前記熱間加工（ステップＳ
１）後であって、前記１回以上焼入れする工程のうちの
最終の焼入れ（ステップＳ２－３）よりも前に、前記素
管の酸化スケールを除去する工程（ステップＳ２）をさ
らに備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　素材を熱間加工して素管を製造する工程と、
　前記素管を１回以上焼入れする工程とを備え、
　前記熱間加工後であって、前記１回以上焼入れする工程のうちの最終の焼入れよりも前
に、前記素管の酸化スケールを除去する工程をさらに備える、継目無金属管の製造方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の継目無鋼管の製造方法であって、
　前記素管が５０ｍｍ以上の肉厚を有する、継目無鋼管の製造方法。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の継目無鋼管の製造方法であって、
　前記素材が、質量％で、Ｃｒ：０．４～１．５％、及びＭｏ：０．２５～１．００％を
含有する、継目無鋼管の製造方法。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の継目無鋼管の製造方法であって、
　下記の式（１）を満たす、継目無鋼管の製造方法。
　　ＨＲＣ≧５８×［Ｃ］＋２７…（１）
　ここで、ＨＲＣは焼入れままの前記継目無鋼管の肉厚中央部で測定したロックウェル硬
さであり、［Ｃ］には前記継目無鋼管のＣ含有量が質量％で代入される。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の継目無鋼管の製造方法であって、
　前記素管の酸化スケールを除去する工程は、前記素管をショットブラストすることによ
って実施する、継目無鋼管の製造方法。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか一項に記載の継目無鋼管の製造方法であって、
　前記素管の酸化スケールを除去する工程は、前記１回以上焼入れする工程のうちの最終
の焼入れの直前に実施する、継目無鋼管の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、継目無鋼管の製造方法に関し、より詳しくは、油井管の材料、又は油井管同
士を繋ぐカップリングの材料として好適な継目無鋼管の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、世界的に高温・高圧の井戸環境が増加してきており、その高圧に耐えられるよう
に油井管の厚肉化が求められている。具体的には、油井管本体の肉厚が１インチ（２５．
４ｍｍ）を超えるサイズになっている。これに伴って、油井管本体同士を繋ぐカップリン
グの加工前素管であるカップリング素管の肉厚が２インチ（５０．８ｍｍ）を超えるサイ
ズになっている。
【０００３】
　油井管用継目無鋼管に関する代表的な規格の一つであるＡＰＩ規格には、耐サワー油井
管に関して、焼入れ後、焼入れ前の組織のマルテンサイト分率を９０％以上にすることが
規定されている。しかし、肉厚が２インチを超えるような厚肉の鋼管では、肉厚中央部に
おいてマルテンサイト分率が９０％以上の組織を得ることは困難である。
【０００４】
　国際公開第２０１６／０３５３１６号には、４０ｍｍ以上の肉厚を有し、優れた耐ＳＳ
Ｃ性と、高い強度とを有し、肉厚方向の強度ばらつきが少ない肉厚油井用鋼管が開示され
ている。同文献には、Ｍｎ含有量を１．０％以下、Ｃｒ含有量を２．０％以下に抑え、代
わりに、Ｃ含有量を０．４０％以上、Ｍｏ含有量を１．１５％よりも高く含有させること
で、耐ＳＳＣ性を維持しながら、焼入れ性を高めることができると記載されている。また
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、焼入れ温度を９２５～１１００℃にすることで、Ｍｏ炭化物が十分に固溶して、焼入れ
性が顕著に高まると記載されている。
【０００５】
　Maria Jose Canioet.al, "High Strength Low Alloy Steel for HPHT Wells", Offshor
e Technology Conference-Asia, 25-28 March 2014の図３には、肉厚が５９．６ｍｍの鋼
管において、肉厚中央部までマルテンサイト分率が９５％以上の組織が得られていること
が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】国際公開第２０１６／０３５３１６号
【非特許文献】
【０００７】
【非特許文献１】Maria Jose Canioet.al, "High Strength Low Alloy Steel for HPHT W
ells", Offshore Technology Conference-Asia, 25-28 March 2014
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　国際公開第２０１６／０３５３１６号では、化学組成を限定することで焼入れ性を確保
しているが、化学組成を限定せずに焼入れ性を向上できる方法が好ましい。
【０００９】
　Maria Jose Canioet.al, "High Strength Low Alloy Steel for HPHT Wells", Offshor
e Technology Conference-Asia, 25-28 March 2014には、熱処理方法についての具体的な
開示はない。
【００１０】
　本発明の目的は、厚肉の鋼管であっても、肉厚中央部までマルテンサイト分率の高い組
織を有する継目無鋼管の製造方法を得ることである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の一実施形態による継目無鋼管の製造方法は、素材を熱間加工して素管を製造す
る工程と、前記素管を１回以上焼入れする工程とを備える。前記熱間加工後であって、前
記１回以上焼入れする工程のうちの最終の焼入れよりも前に、前記素管の酸化スケールを
除去する工程をさらに備える。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、厚肉の鋼管であっても、肉厚中央部までマルテンサイト分率の高い組
織を有する継目無鋼管が得られる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】図１は、本発明の一実施形態による継目無鋼管の製造方法のフロー図である。
【図２】図２は、焼入れの前にスケール除去工程を実施した継目無鋼管の表層部の断面顕
微鏡写真である。
【図３】図３は、焼入れの前にスケール除去工程を実施しなかった継目無鋼管の表層部の
断面顕微鏡写真である。
【図４】図４は、焼入れ時の素管の冷却曲線である。
【図５】図５は、焼入れ前にスケール除去工程を実施した継目無鋼管のロックウェル硬さ
の分布である。
【図６】図５は、焼入れ前にスケール除去工程を実施しなかった継目無鋼管のロックウェ
ル硬さの分布である。
【発明を実施するための形態】
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【００１４】
　以下、図面を参照し、本発明の実施の形態を詳しく説明する。図中同一又は相当部分に
は同一符号を付してその説明は繰り返さない。
【００１５】
　図１は、本発明の一実施形態による継目無鋼管の製造方法のフロー図である。本実施形
態による製造方法は、素材を熱間加工して素管を製造する工程（ステップＳ１）と、素管
を１回以上焼入れする工程（ステップＳ２－１、Ｓ２－２、及びＳ２－３）とを備えてい
る。本実施形態による製造方法は、熱間加工（ステップＳ１）後であって、最終の焼入れ
（ステップＳ２－３）よりも前に、素管の酸化スケールを除去する工程（ステップＳ３）
をさらに備えている。
【００１６】
　［熱間加工工程］
　素材を熱間加工して素管を製造する（ステップＳ１）。素材は例えば、連続鋳造によっ
て製造されたビレットである。素管は、周知の熱間加工によって製造することができる。
熱間加工は例えば、穿孔圧延や熱間押出である。穿孔圧延は例えば、マンネスマン法であ
る。熱間押出は例えば、ユジーンセジュルネ法である。本実施形態による製造方法は、肉
厚が５０ｍｍ以上の厚肉の素管に、特に好適に用いることができる。
【００１７】
　素材の化学組成は特に限定しないが、製造しようとする継目無鋼管が油井管である場合
、例えばＡＰＩ　５ＣＴ規格に準拠したものを用いることができる。具体的には、例えば
同規格のＴ９５グレードの継目無鋼管では、その化学組成は、質量％で、Ｃ：０．４５％
以下、Ｍｎ：１．９０％以下、Ｐ：０．０３０％以下、Ｓ：０．０３０％以下、Ｓｉ：０
．４５％以下であり、同規格のＣ１１０グレードでは、その化学組成は、質量％で、Ｃ：
０．３５％以下、Ｍｎ：１．２０％以下、Ｍｏ：０．２５～１．００％、Ｃｒ：０．４０
～１．５０％、Ｎｉ：０．９９％以下、Ｐ：０．０２０％以下、Ｓ：０．００５％以下で
ある。なお、本実施形態による製造方法は、Ｃｒ：０．４～１．５％、Ｍｏ：０．２５～
１．００％を含有する素材に対して、特に好適に用いることができる。
【００１８】
　［焼入れ工程］
　製造した素管を１回以上焼入れする（ステップＳ２－１、Ｓ２－２、及びＳ２－３）。
図１の例では３回の焼入れを実施しているが、焼入れの回数は１回又は２回であってもよ
いし、４回以上であってもよい。一般的に、焼入れの回数を増やすことで、結晶粒をより
微細にすることができる。
【００１９】
　焼入れは、オーステナイト領域の温度（Ａｒ３点以上の温度）からマルテンサイト変態
開始温度（Ｍｓ点）以下の温度まで急冷する熱処理である。最初の焼入れ（ステップＳ２
－１）は、熱間加工後の高温の素管を、Ａｒ３点以上の温度からそのまま急冷する、いわ
ゆる直接焼入れであってもよいし、熱間加工後の高温の素管を補熱炉でＡｃ３点以上の温
度に均熱してから急冷する、いわゆるインライン焼入れであってもよい。あるいは、一旦
冷却した素管をＡｃ３点以上の温度に再加熱してから急冷する、いわゆる再加熱焼入れで
あってもよい。２回目以降の焼入れ（ステップＳ２－２及びＳ２－３）は、必然的に再加
熱焼入れになる。
【００２０】
　急冷を開始する温度（以下、焼入れ開始温度という。）は、上述のようにＡｒ３点以上
である。焼入れ開始温度がＡｒ３点よりも低いと、急冷開始時にオーステナイト以外の組
織が含まれ、マルテンサイト分率の高い組織が得られなくなる。一方、焼入れ開始温度が
高すぎると、オーステナイト粒が成長し、微細な組織が得られなくなる。焼入れ開始温度
の下限は、好ましくはＡｒ３点＋５０℃である。焼入れ開始温度の上限は、好ましくは１
０００℃である。
【００２１】
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　焼入れの冷却速度が小さい場合、又は冷却停止温度がＭｓ点よりも高い場合、素管がＡ
ｒ３点からＭｓ点の間の温度に滞在する時間が長くなり、拡散変態が進行してマルテンサ
イト分率の高い組織が得られなくなる。冷却方法は、素管の化学組成や寸法にも依存する
が、好ましくは水冷（シャワー水冷や水槽への浸漬）である。冷却速度は、水冷の場合、
冷却水の流量や水温によって調整することができる。冷却停止温度は、Ｍｓ点以下であれ
ばよいが、好ましくはマルテンサイト変態終了温度（Ｍｆ点）以下である。冷却停止温度
は、室温以下であってもよい。
【００２２】
　焼入れを複数回実施する場合、それぞれの条件を変えてもよい。継目無鋼管の組織は、
最終の焼入れ（ステップＳ２－３）の条件に大きく依存する。そのため、少なくとも最終
の焼入（ステップＳ２－３）では、素管を十分に大きな冷却速度で冷却することが好まし
い。換言すれば、焼入れを複数回実施する場合、最終以外の焼入れの冷却速度は、比較的
小さくてもよい。
【００２３】
　［スケール除去工程］
　本実施形態による製造方法では、熱間加工（ステップＳ１）後であって、最終の焼入れ
（ステップＳ２－３）よりも前に、素管の酸化スケールを除去する（ステップＳ３）。
【００２４】
　図１の例では、スケール除去工程（ステップＳ３）は、最終の焼入れ（ステップＳ２－
３）の直前、すなわち、２回目の焼入れ（ステップＳ２－２）と最終の焼入れ（ステップ
Ｓ２－３）との間に実施している。しかし、スケール除去工程（ステップＳ３）は、熱間
加工（ステップＳ１）と最初の焼入れ（ステップＳ２－１）との間に実施してもよいし、
最初の焼入れ（ステップＳ２－１）と２回目の焼入れ（ステップＳ２－２）との間に実施
してもよい。また、スケール除去工程を２回以上実施してもよい。
【００２５】
　酸化スケールの除去方法は、特に限定せず、周知の方法を用いることができる。酸化ス
ケールは、機械的に除去してもよいし、酸等の薬品によって化学的に除去してもよい。機
械的に除去する方法としては、ショットブラストや、高圧流体を吹き付ける方法、表面を
研削する方法等が挙げられる。酸化スケールの除去方法は、好ましくはショットブラスト
である。
【００２６】
　酸化スケールは、完全に除去する必要はないが、目視で金属光沢が確認できる程度まで
除去しておくことが好ましい。
【００２７】
　以上の肯定によって、継目無鋼管が製造される。最終の焼入れ（ステップＳ２－３）後
、必要に応じて、さらに焼戻しを実施してもよい。焼戻しは例えば、焼入れされた素管を
、４００℃～Ａｃ１点以下の温度に加熱することで実施する。焼戻しを実施することで、
継目無鋼管の靱性を向上させることができる。
【００２８】
　［本実施形態の効果］
　本実施形態による製造方法では、熱間加工（ステップＳ１）後であって、最終の焼入れ
（ステップＳ２－３）よりも前に、素管の酸化スケールを除去する（ステップＳ３）。酸
化スケールを除去することによって、その後の焼入れの際、素管の熱伝導率が向上する。
そのため、厚肉の素管であっても、肉厚中央部まで速やかに冷却される。これによって、
肉厚中央部の組織がＡｒ３点からＭｓ点の間の温度に滞在する時間が減少し、マルテンサ
イト分率の高い組織が得られる。
【００２９】
　図２及び図３は、継目無鋼管の表層部の断面顕微鏡写真である。これらの継目無鋼管は
、熱間加工後、２回の再加熱焼入れを実施して製造された。焼入れは、いずれも加熱した
素管を水槽に浸漬することで実施した。このとき、槽内の冷却水を管軸方向に１５～７０
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ｍ／ｓで流動させた。図２は２回目の焼入れの前にスケール除去工程を実施した継目無鋼
管の写真であり、図３はスケール除去工程を実施しなかった継目無鋼管の写真である。
【００３０】
　図２に示すように、２回目の焼入れの前にスケール除去工程を実施した継目無鋼管にお
いても、母材１０の表面に酸化スケール２０が形成されている。この酸化スケール２０は
、２回目の焼入れ熱処理時に形成されたものと考えられる。
【００３１】
　図３に示すように、スケール除去工程を実施しなかった継目無鋼管の酸化スケール３０
は、スケール３１と３２との二層構造を有する。スケール３１は、母材１０とスケール３
２との間に形成され、多孔質である。スケール３２は、継目無鋼管の最表層に形成され、
比較的緻密である。スケール３１は熱間加工で形成されたものと考えられ、スケール３２
はその後の焼入れ工程で形成されたものと考えられる。なお、スケール３１及び３２は、
焼入れ時の冷却水の流量を大きくしても殆ど除去されなかった。
【００３２】
　これらの酸化スケールの化学組成を電子線マイクロアナライザによって分析した。その
結果、スケール３１には、ＣｒやＭｏが濃化していることが分かった。詳細は明らかでは
ないが、ＣｒやＭｏを含有する母材を熱間加工した場合、多孔質なスケール３１が形成さ
れやすくなる可能性がある。
【００３３】
　スケール３１は多孔質であるため、スケール３２よりも熱伝導率はさらに低い。そのた
め、スケール３１を除去しておくことが、継目無鋼管の熱伝導率の向上に有効である。本
実施形態による製造方法では、熱間加工（ステップＳ１）後であって、最終の焼入れ（ス
テップＳ２－３）よりも前に素管の酸化スケールを除去する。そのため、最終の焼入れの
前には、少なくともスケール３１は除去されている。したがって、最終の焼入れの際、肉
厚中央部まで速やかに冷却することができる。
【００３４】
　図２と図３との比較から、図３のスケール３２は、図２のスケール２０よりも厚いこと
が分かる。これは、焼入れを繰り返すことによって、酸化スケールの厚さが増加していく
ことを示唆している。酸化スケールの厚さが増加すると、熱抵抗が増加する。そのため、
焼入れを複数回実施する場合には、最終の焼入れの直前にスケール除去処理を実施するこ
とがより好ましい。
【００３５】
　以上、本実施形態による継目無鋼管の製造方法及びその効果について説明した。本実施
形態による継目無鋼管の製造方法によれば、厚肉の鋼管であっても、肉厚中央部までマル
テンサイト分率の高い組織を有する継目無鋼管が得られる。
【実施例】
【００３６】
　以下、実施例によって本発明をより具体的に説明する。本発明は、これらの実施例に限
定されない。
【００３７】
　表１に示す化学組成を有する鋼を熱間加工し、外径２６５．０ｍｍ、肉厚５２．６ｍｍ
、長さ４２０ｍｍの素管を複数製造した。
【００３８】
【表１】

【００３９】
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　これらの素管に対して、再加熱焼入れを実施した。具体的には、素管を９１０℃で１２
０分保持した後、４分間水槽に浸漬した。冷却水の水温は、浸漬前の温度で約２５℃であ
った。槽内の冷却水は、管軸方向に１５～７０ｍ／ｓで流動させた。後述する硬さ測定は
、流速が２０ｍ／ｓ程度となる箇所からサンプルを採取して測定した。
【００４０】
　焼入れした素管の内外面にショットブラストを実施し、目視で金属光沢が確認できる程
度までスケールを除去した。スケールを除去した素管を、１回目と同じ条件で再加熱焼入
れして継目無鋼管を製造した。
【００４１】
　比較例として、スケール除去処理を実施せずに継目無鋼管を製造した。スケール除去処
理を実施しない以外は、上記と同じ条件とした。
【００４２】
　各素管の肉厚中央部に熱電対を埋め込み、２回目の焼入れ時の温度の時間変化を測定し
た。結果を図４に示す。図４において、実線はスケールを除去した素管（実施例）の冷却
曲線であり、破線はスケールを除去しなかった素管（比較例）の冷却曲線である。図４か
ら、スケールを除去した素管の方が冷却速度が大きくなっていることを確認できる。
【００４３】
　各継目無鋼管を切断し、断面のロックウェル硬さを肉厚方向に沿って、ＡＳＴＭ　Ｅ１
８に準拠して測定した。ロックウェル硬さは、継目無鋼管の周方向に９０°間隔で４カ所
測定した。結果を図５及び図６に示す。図５はスケール除去工程を実施した継目無鋼管（
実施例）のロックウェル硬さの分布であり、図６はスケール除去工程を実施しなかった継
目無鋼管（比較例）のロックウェル硬さの分布である。
【００４４】
　ＡＰＩ　５ＣＴには、焼入れ後、焼入れ前の組織のマルテンサイト分率を９０％以上に
することが規定されている。マルテンサイト分率は、ロックウェル硬さＨＲＣとＣ含有量
との関係から見積もることができ、ＡＰＩ　５ＣＴでは、焼入れまま材のロックウェル硬
さＨＲＣが下記の式（１）を満たすことが要求されている。
　　ＨＲＣ≧５８×［Ｃ］＋２７…（１）
　ここで、ＨＲＣは継目無鋼管のロックウェル硬さであり、［Ｃ］には前記継目無鋼管の
Ｃ含有量が質量％で代入される。また、「焼入れまま」とは、最終の焼入れ後、焼戻し前
の状態を意味する。
【００４５】
　図５に示すように、スケール除去工程を実施した継目無鋼管では、肉厚中央部までマル
テンサイト分率が９０％以上の組織が得られている。一方、図６に示すように、スケール
除去工程を実施しなかった継目無鋼管では、肉厚中央部付近でマルテンサイト分率が９０
％未満になった。
【００４６】
　本実施形態による継目無鋼管の製造方法によれば、厚肉の鋼管であっても、肉厚中央部
までマルテンサイト分率の高い組織を有する継目無鋼管が得られることが確認された。
【００４７】
　以上、本発明の実施の形態を説明した。上述した実施の形態は本発明を実施するための
例示に過ぎない。よって、本発明は上述した実施の形態に限定されることなく、その趣旨
を逸脱しない範囲内で上述した実施の形態を適宜変形して実施することが可能である。
【符合の説明】
【００４８】
１０　母材
２０，３０，３１，３２　酸化スケール
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